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内閣府官民競争入札等監理委員会 発言メモ              

  2008/5/16 

特定非営利活動法人ワーカーズコープ 

田中羊子 

 

＜1＞ ワーカーズコープ（労働者協同組合）とは 
 

  企業に雇用されて働くのではなく、働く人たちが出資し合い、経営への決定権と責任を分かち 

  合って、主体者として働く仕事おこしの協同組合 

 

 ●私たちが、20 年の歩みの中で大切に貫いてきたもの―人間のもつ可能性・主体性を信頼し、 

  その成長に最大の価値をおく 

 

●「労働者協同組合」から「協同労働の協同組合」への発展 

3 つの協同を大切にし、「働く人どうしが協同」し、「利用する人と協同」し、「地域に協同」

を広げる労働 

 

●「協同労働の協同組合法」制定が現実的な段階に 

・ 雇用労働の不安定化、新たな貧困の広がり、社会的排除の進行 

・ 地域経済の疲弊と、地域コミュニティの崩壊 

・ 自治体財政の破綻と「新しい公共の創造」「市民自治の推進」の課題 

→働く人々、市民の主体的な就労創造とその社会的制度化が日本社会においても普遍的な課題

として浮上する時代状況 

 

 

＜2＞ 公共サービスをめぐる私たちの到達点 
 

 (１) 社会の大きな変化―公共サービスの民営化の流れの中で 

公共サービスを「市場化・営利化」するのか、「市民化・社会化」するのか 

 

 (2) 私たちの「公共」を担うにあたっての基本姿勢 

   ①利用者、市民を“お客様”ではなく、主体者に 

   ②公共サービスを地域再生、まちづくりの拠点に 

   ③地域の新たなニーズに応える仕事おこしの拠点に 

   ④働く人たちの主体性の発揮―協同労働で担う 

 

 (3) 指定管理者制度導入の中で 

  ・保育園、児童館、学童クラブ、コミュニティセンター、高齢者福祉センター、障害者デイサ

ービス、市民活動支援センター、世代間交流施設等の運営を担う機会の拡がり 

  ・利用者、地域の人たちを主体者にするということ、そして一緒にまちづくりを 

  ・公共サービスを市民自身が担い、自分たちが暮らす足元の地域を変えていく力に 

 

 (4) 「3 つの協同」と新たな経営路線「コミットメント経営」の発展 

   「コミットメント経営」とは～関わる人たちの多様性を保障し、その誰もが主体者となる経営 

＊ 利用者、地域、働く人々の“当事者性”を大切にし、地域そのものの支え合う力を再生

していく 

＊ いくつかの実践の紹介（別紙資料参照） 
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＜3＞ 民営化の理念・原則の鮮明化を―市民・働く者による真の公共の創造へ 

 
多くの自治体がコスト削減とサービスの効率化を最優先の目的として「民営化」を導入して 

いる。その事業を「公共」として維持し、発展させるための政策や財政的裏付けが無いまま、 

新しい担い手に運営上の矛盾や財政上の負担を強いているところが本当に多い。 

 

市場に任せるべき仕事であるのに、「公共」の名のもとにやっている仕事は、市場に任せるの

が当然だと思う。しかし本来の「公共」は、市場化され得ないものであり、その中に公務員が

直接担うべき領域と、公政も関与しつつ、市民・働く者が協同で担う領域がある、といことを

明確にすべきである。しかも、自治体の財源に限りがあり、直営の硬直化したサービスでは広

がるニーズに対応できなくなっている今、市民・働く者が担う新しい公共のあり方を行政が支

援し、共に豊かにしていくことが求められている。 

 

そして、「市民が担う」を大前提として「民営化」のあり方を問うた時に、根本的に見直しを

はかるべきいくつかの問題点を明確にしたい。 

①事業の評価、企画書の選考やプレゼンテーション等の審査にあたって、当事者である市民の

参加や本当の情報公開がほとんどなされていない現状をどう変えていくのか。 

  ②市場競争にさらす中で、人件費やコストの大幅な削減を強いるやり方は許されるのだろうか。 

自治体は、その地域で暮らす市民でもある働く人が、希望を持って働き続けられる環境を維 

持するための、公正労働基準とそれに対応する予算を示すべきではないか。 

③直営時代も相当な間接費をかけていたにも関わらず、法人の経費や利益をほとんど認めない 

今の契約のあり方で、市民の協同の事業体が、事業を継続し、自立的に発展させることがで 

きるのだろうか。 

 

「民営化」にあたって最も重要なことは、「自治体・市政への市民の自覚と参加を高めるものに

すること」である。その過程を通じて「市民協同」を深め、市民自治の力を形成し、市民の仕

事おこしに大きく道を拓く契機にしていかなくてはならない。 

 

   私たちが直面しているこうした問題について、「公共とは何か」「民営化はどうあるべきか」

の根本を自治体に問い、利用者や市民に情報を開示し、公共の本来のあり方を共に考え、第 2

クールに向けて新しいあり方を築いていきたい。 

 

以上 
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